
令和 8 年 3 月

令和 8 年度 令和 17 年度

※複数の施工地区を有する事業にあっては、施工地区ごとの状況が分かるよう記載すること。

１．事業概要

（１）

人

別添１１－１

網走市地域開発事業経営戦略

事 業 開 始 年 月 日 昭和38年4月1日

1 臨海土地造成事業事 業 の 種 類

網走市港町

－

団 体 名 ： 北海道網走市

事 業 名 ： 網走港臨海土地造成事業

～

策 定 日 ：

計 画 期 間 ：

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

非適

事　業　形　態

職 員 数

施 工 地 区

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託

 イ　指定管理者制度 －

－ ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ



（２） 土地造成状況等

円

㎡

円/㎡

円

㎡

円/㎡

％

円

円

㎡

円/㎡

施 工 地 区 名 新港地区

オ 売 却 予 定 面 積

土 地 造 成 状 況
（平成19年度までに造成）
（令和17年度までに売却）

*1

ウ ㎡ 当 た り 造 成 予 定 単 価
（ ア / イ ）

11,700

ア 総 事 業 費 3,723,412,000

5,145,043,185

カ ㎡ 当 た り 売 却 予 定 単 価
（ エ / オ ）

21,510

イ 総 面 積 318,253

エ 売 却 予 定 代 金
*2

キ 事 業 費 回 収 率
（ エ × 100/ ア ）

138.18

5,735,400

イ 売 却 面 積 300

*1　造成が開始された地区であって処分が完了していない地区について記載すること。
*2　一部売却済の土地については、当該土地の売却価格とすること。
　　 売出土地については、財政健全化法施行規則第４条第２項に規定する評価を行った価額とすること。
　　 未売出土地については、完成後の販売予定価格、財政健全化法施行規則第４条第２項に規定する評価を行った価額又は近傍類似の土地の価格変動を勘案し
て帳簿価格を加減した額のいずれかの額とすること。

ウ ㎡ 当 た り 売 却 単 価
（ ア / イ ）

17,380

ア 売 却 代 金

239,194

発 行 額 累 計 0
元 利 金 債 発 行 状 況
（令和○年度までに償還）

造 成 地 処 分 状 況
（ 令 和 4 年 度 ）
※ 直 近 年 度 分 を 記 載



（３） 現在の経営状況

R6 R5 R4

R6 R5 R4

R6 R5 R4

R6 R5 R4

R6 R5 R4

R6 R5 R4

R6 R5 R4

R6 R5 R4

（４） 賃貸方式により造成地等を活用する場合における活用状況

２．将来の事業環境

（１） 周辺の社会経済情勢の状況

３．経営の基本方針

70.44％

0千円

上 記 の う ち 満 期 一 括
償 還 企 業 債 残 高

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
0千円 0千円

0千円

0千円

企 業 債 残 高
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

0千円

71.17％71.43％
事 業 費 回 収 率

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

北海道財務局の公開している令和8年1月期におけるオホーツク圏経済情勢報告による経済情勢の総括判断
「個人消費は、物価上昇の影響がみられるものの、持ち直しつつあり、観光は緩やかに回復、雇用は持ち直しつつある。」

土地の売却に向けて、「網走港用地売却特例価格」を用いて土地の売却促進を図る。
また、未売却の土地については貸付を行い収入増に努める。

0千円

1,535,230千円

0千円

0千円

55.17％

【上記の収益、資産等の状況等を踏まえた現在の経営状況の分析】
現在70％近くの土地が売却されていない状況であり、このうちの約30％が未売出土地となっている。
計画どおりの売却とならない場合、事業費回収率は100％を下回り、土地の売却収入だけでは総事業費分を回収できないことにな
る。そのため、未売却土地を貸地として貸出する等の対応を行い、単年収支は常に黒字を維持している状況である。
また、背後圏の土地需要を把握し、今後売却を促進していく予定である。

造成地の未売却土地を貸地として貸付を行っており、令和6年度収入額は18,340千円となった。

売 却 予 定 地 計 画
年 度 経 過 率

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
62.07％ 58.62％

上 記 の う ち 、 ５ 年 以 内 に
償還期 限が 到来 する もの
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

売 却 用 土 地 の
時 価 評 価 （ 相 当 ） 額
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

1,501,888千円 1,535,230千円

他 会 計 補 助 金 累 計 額
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

0千円 0千円

企 業 債 償 還 の た め の
積 立 金 残 高

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
0千円 0千円

0千円 0千円



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

経営戦略 の事 後検 証、
改 定 等 に 関 す る 事 項

令和17年度までの計画であるが、計画期間内に大規模な土地面積の売却が行われる等、計画の見
直しが必要と判断される場合は適宜見直しを行う。



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） 決 算

1 (A) 34,852 18,341 18,707 138,281 138,281 138,281 138,281 138,281 138,281 138,281 138,281 138,281 138,281

（１） (B) 6,581 0 0 120,000 120,000 120,000 120,000 120,000 120,000 120,000 120,000 120,000 120,000

ア 6,581 0 0 120,000 120,000 120,000 120,000 120,000 120,000 120,000 120,000 120,000 120,000

イ (C)

ウ

（２） 28,271 18,341 18,707 18,281 18,281 18,281 18,281 18,281 18,281 18,281 18,281 18,281 18,281

ア

イ 28,271 18,341 18,707 18,281 18,281 18,281 18,281 18,281 18,281 18,281 18,281 18,281 18,281

２ (D) 6,583 7,565 10,655 10,564 10,650 10,737 10,826 10,916 11,007 11,100 11,194 11,289 11,386

（１） 6,141 7,155 9,088 9,564 9,650 9,737 9,826 9,916 10,007 10,100 10,194 10,289 10,386

ア 6,141 7,155 5,288 5,764 5,850 5,937 6,026 6,116 6,207 6,300 6,394 6,489 6,586

イ 3,800 3,800 3,800 3,800 3,800 3,800 3,800 3,800 3,800 3,800 3,800

（２） 442 410 1,567 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

ア 442 410 1,567 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

442 410 1,567 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

イ

３ (E) 28,269 10,776 8,052 127,717 127,631 127,544 127,455 127,365 127,274 127,181 127,087 126,992 126,895

1 (F)

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G) 1,109 1,109 1,109 1,109 1,109 1,109 1,109 1,109 1,109 1,109 1,109 1,109 1,109

（１）

（２） (H)

（３）

（４）

（５） 1,109 1,109 1,109 1,109 1,109 1,109 1,109 1,109 1,109 1,109 1,109 1,109 1,109

３ (I) △ 1,109 △ 1,109 △ 1,109 △ 1,109 △ 1,109 △ 1,109 △ 1,109 △ 1,109 △ 1,109 △ 1,109 △ 1,109 △ 1,109 △ 1,109

職 員 給 与 費

そ の 他

地 方 債 償 還 金

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

建 設 改 良 費 に 係 る 地 方 債

元 利 金 債 等

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

建 設 改 良 費 に 係 る 地 方 債 償 還 金

元 利 金 債 等 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

収 支 差 引 (F)-(G)

工 事 負 担 金

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

土 地 買 収 費 ・ 補 償 費

造 成 費

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

14年度 17年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

土 地 等 売 却 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

13年度 15年度 16年度

営 業 外 費 用



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） 決 算
14年度 17年度本年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 15年度 16年度

(J) 27,160 9,667 6,943 126,608 126,522 126,435 126,346 126,256 126,165 126,072 125,978 125,883 125,786

(K)

(L)

(M) 1,100,566 1,073,406 1,063,739 1,056,796 930,188 803,666 677,231 550,885 424,629 298,464 172,392 46,414 △ 79,469

(N) △ 1,073,406 △ 1,063,739 △ 1,056,796 △ 930,188 △ 803,666 △ 677,231 △ 550,885 △ 424,629 △ 298,464 △ 172,392 △ 46,414 79,469 205,255

(O)

(P) 79,469 205,255

(Q) 1,073,406 1,063,739 1,056,796 930,188 803,666 677,231 550,885 424,629 298,464 172,392 46,414
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 6,581 0 0 120,000 120,000 120,000 120,000 120,000 120,000 120,000 120,000 120,000 120,000

16,310.7 100.0 100.0 775.2 669.7 564.4 459.1 353.9 248.7 143.7 38.7

（T)

(U) 1,551,519 1,551,519 1,551,519 1,431,519 1,311,519 1,191,519 1,071,519 951,519 831,519 711,519 591,519 471,519 351,519

(V) 6,581 0 0 120,000 120,000 120,000 120,000 120,000 120,000 120,000 120,000 120,000 120,000

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円） （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） 決 算

合 計

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

11年度 12年度 13年度 15年度 16年度 17年度

他 会 計 借 入 金 残 高

地 方 債 残 高

本年度 8年度 9年度 10年度 14年度

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額
健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（Ｘ）×100)

298,464 46,414

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

1,056,796 930,188 803,666 677,231 550,885 424,629

100.0

1,256.3 1,235.3 1,224.9 1,214.5

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R) 1,073,406 1,063,739

175.6 1,309.0 1,298.4 1,287.9 1,277.3 1,266.8

172,392

1,245.8

143.7248.7 38.7

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 529.4 242.4

100.0 775.2 669.7 564.4 459.1 353.9赤 字 比 率 （ ×100 ） 16,310.7

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)


